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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第64期
第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 2,706,436 2,606,202 16,203,169

経常損失（△） （千円） △475,247 △469,951 △649,646

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失

（△）

（千円） △365,094 △350,599 △1,378,648

四半期包括利益又は包

括利益
（千円） △322,805 △265,906 △1,282,031

純資産額 （千円） 4,218,170 2,925,908 3,277,856

総資産額 （千円） 11,716,864 12,045,456 13,173,704

１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）
（円） △33.24 △31.76 △125.25

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益金額

（円） - - -

自己資本比率 （％） 36.0 24.3 24.9

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４　当社は、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」、「株式付与ＥＳＯＰ信託」及び「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する

当社株式を連結財務諸表において自己株式として計上しております。従って、１株当たり四半期純損失金額

又は１株当たり当期純損失金額を算定するための普通株式の期中平均株式数について、「従業員持株ＥＳＯ

Ｐ信託」、「株式付与ＥＳＯＰ信託」及び「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式を控除しておりま

す。

 

２【事業の内容】

 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 

当第１四半期連結累計期間において、新たに事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の成長鈍化や英国のEU離脱問題など海外情勢の不

安定化による急激な円高や株式市場の混乱等により、先行き不透明な状況で推移いたしました。

 

このような状況の中、当社グループにおきましては、当期よりスタートいたしました中期５カ年計画「CA2020」

の重点課題である「イノベーションで業界をリードする新商品企画と拡販」「アフターサービスの強化によるお客

様満足度の向上」「海外におけるビジネス基盤の確立」「品質向上による顧客信頼の確保」「プロジェクトの見え

る化によるQCDの向上」の５つの課題に向けた取り組みに注力してまいりました。

 

当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は、輸送機器事業、産業機器事業ともにほぼ前年並みとなり

ましたが、営業損益は、輸送機器事業の赤字幅縮小により、改善いたしました。一方、急激な円高に伴い、保有す

る海外子会社に対する外貨建貸付金等について１億７百万円の為替差損が発生し、経常損益はほぼ前年並みとなり

ました。

この結果、売上高は前期比3.7％減の26億６百万円、営業損失は３億59百万円（前年同期は４億95百万円の営業

損失）、経常損失は４億69百万円（前年同期は４億75百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は

３億50百万円（前年同期は３億65百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

セグメント別の業績は以下のとおりです。

 

（輸送機器事業）

当事業の売上高は16億39百万円（前年同期比4.2％減）、営業損失は３億38百万円（前年同期は４億88百万円の

営業損失）となりました。

市場別の売上高は、バス市場が11億69百万円（前年同期比4.8％減）、鉄道市場が２億46百万円（前年同期比

13.4％減）、自動車市場が２億23百万円（前年同期比13.3％増）となりました。

バス市場は、国内においては、観光バスの生産台数の増加に伴い、バス用LED灯具等が好調に推移いたしました

ものの、海外において、シンガポール向け料金箱や欧州向けICカード機器の売上減により、減収となりました。

鉄道市場は、列車用LED灯具等は堅調に推移いたしましたものの、鉄道用ワンマン機器の売上減により、減収と

なりました。

自動車市場は、国内の一般貨物運搬用トラックの国内販売台数の増加に伴い、自動車用LED灯具が好調に推移

し、増収となりました。

損益面につきましては、北米向けAFC（自動運賃収受システム）ビジネスに関し、開発が一段落したこと、また

現地の経費を圧縮したことにより、当事業全体の赤字幅が縮小いたしました。

 

（産業機器事業）

当事業の売上高は９億56百万円（前年同期比2.9％減）、営業損失は４百万円（前年同期は14百万円の営業利

益）となりました。

市場別の売上高は、電源ソリューション市場が３億89百万円（前年同期比9.9％減）、エコ照明・高電圧市場が

１億79百万円（前年同期比16.8％減）、EMS市場が３億87百万円（前年同期比14.9％増）となりました。

電源ソリューション市場向けは、前期に計上した物販共用読み取り端末の売上が剥落し、減収となりました。

エコ照明・高電圧ソリューション市場向けは、LED電源等のエコ照明製品、特殊用途向け変圧器等の高電圧製品

ともに売上減となり、減収となりました。

EMS市場向けは、熊本地震の発生により、自動車電装品向け基板の納入に部分的な影響はありましたものの、展

示会への出展等を通じて新規顧客の獲得を進めていることから、増収となりました。

利益面については、商品構成の変化による原価率の上昇により、赤字計上となりました。

 

（その他）

当事業の売上高は10百万円、営業利益は０百万円となりました。事業の内容は、主としてレシップホールディン

グス株式会社による不動産賃貸業であります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、81百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,798,200 12,798,200

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株数は100株

であります。

計 12,798,200 12,798,200 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
― 12,798,200 ― 735,645 ― 719,406

 

 

（６）【大株主の状況】

 

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　485,800
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,306,000 123,060 ―

単元未満株式 普通株式　　　6,400 ― ―

発行済株式総数 12,798,200 ― ―

総株主の議決権 ― 123,060 ―

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社保有の自己株式です。

　　　　２．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の自己保有株式には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口、株式付与ＥＳＯＰ

信託口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

レシップホール

ディングス株式会

社

岐阜県本巣市上保

1260番地の２
485,800 ― 485,800 3.79

計 ― 485,800 ― 485,800 3.79

　（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託口、株式付与ＥＳＯＰ信託口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式は、上記自

       己保有株式に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

 

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第64期連結会計年度　有限責任監査法人トーマツ

第65期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　有限責任 あずさ監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 848,950 1,693,841

受取手形及び売掛金 5,149,933 2,564,605

商品及び製品 1,324,968 1,644,191

仕掛品 627,472 898,548

原材料及び貯蔵品 1,141,045 1,124,654

その他 1,407,367 1,452,409

貸倒引当金 △257 －

流動資産合計 10,499,481 9,378,251

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 979,254 963,042

その他（純額） 436,409 450,235

有形固定資産合計 1,415,664 1,413,278

無形固定資産 647,137 666,324

投資その他の資産   

投資有価証券 430,242 382,694

その他 247,765 274,694

貸倒引当金 △66,586 △69,787

投資その他の資産合計 611,421 587,601

固定資産合計 2,674,222 2,667,204

資産合計 13,173,704 12,045,456

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,173,120 1,152,934

電子記録債務 918,262 1,606,642

短期借入金 4,249,190 4,251,256

１年内返済予定の長期借入金 87,600 163,200

未払法人税等 26,798 12,193

賞与引当金 283,198 143,609

製品保証引当金 71,053 70,762

受注損失引当金 51,779 47,289

その他 1,574,212 1,032,018

流動負債合計 9,435,216 8,479,907

固定負債   

長期借入金 70,800 228,400

従業員株式付与引当金 67,114 73,872

役員報酬BIP信託引当金 32,407 29,815

その他の引当金 1,906 －

退職給付に係る負債 21,470 23,530

その他 266,932 284,022

固定負債合計 460,631 639,640

負債合計 9,895,847 9,119,547
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 735,645 735,645

資本剰余金 735,142 734,860

利益剰余金 2,496,828 2,053,885

自己株式 △711,384 △704,800

株主資本合計 3,256,231 2,819,590

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 73,746 39,688

為替換算調整勘定 △52,121 66,629

その他の包括利益累計額合計 21,625 106,318

純資産合計 3,277,856 2,925,908

負債純資産合計 13,173,704 12,045,456
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 2,706,436 2,606,202

売上原価 2,278,808 2,092,943

売上総利益 427,628 513,259

販売費及び一般管理費 923,490 872,972

営業損失（△） △495,862 △359,713

営業外収益   

受取利息 10 56

受取配当金 2,581 3,968

為替差益 21,519 －

作業くず売却益 1,949 1,113

その他 3,184 2,421

営業外収益合計 29,245 7,560

営業外費用   

支払利息 7,236 9,806

債権売却損 98 67

為替差損 － 107,880

その他 1,296 44

営業外費用合計 8,631 117,798

経常損失（△） △475,247 △469,951

特別損失   

固定資産廃棄損 216 1,373

特別損失合計 216 1,373

税金等調整前四半期純損失（△） △475,464 △471,324

法人税、住民税及び事業税 6,551 4,371

法人税等調整額 △116,921 △125,097

法人税等合計 △110,369 △120,725

四半期純損失（△） △365,094 △350,599

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △365,094 △350,599
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △365,094 △350,599

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 20,210 △34,058

為替換算調整勘定 22,077 118,751

その他の包括利益合計 42,288 84,693

四半期包括利益 △322,805 △265,906

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △322,805 △265,906

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。

この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は

次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費

のれんの償却額

79,532千円

8,503千円

65,520千円

－千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 104,655 8.5 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

（注）　 「配当金の総額」には、この配当の基準日である平成27年３月31日現在で従業員持株ESOP信託口、株式付与

ESOP信託口及び役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（自己株式）1,330,966株に対する配当金11,313千円を含

んでおります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日

定時株主総会
普通株式 92,342 7.5 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金

（注）　 「配当金の総額」には、この配当の基準日である平成28年３月31日現在で従業員持株ESOP信託口、株式付与

ESOP信託口及び役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（自己株式）1,277,120株に対する配当金9,578千円を含

んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 輸送機器事業 産業機器事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,710,434 984,892 2,695,326 11,109 2,706,436

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 1,710,434 984,892 2,695,326 11,109 2,706,436

セグメント利益又は

損失（△）
△488,242 14,227 △474,014 1,063 △472,951

　 （注）「その他」の区分は、主として不動産賃貸事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

利益 金額（千円）

報告セグメント計 △474,014

「その他」の区分の利益 1,063

全社費用（注） △22,911

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △495,862

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門にかかる費用であります。

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　    該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 輸送機器事業 産業機器事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,639,039 956,208 2,595,247 10,955 2,606,202

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 1,639,039 956,208 2,595,247 10,955 2,606,202

セグメント利益又は

損失（△）
△338,770 △4,615 △343,386 785 △342,600

　 （注）「その他」の区分は、主として不動産賃貸事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

利益 金額（千円）

報告セグメント計 △343,386

「その他」の区分の利益 785

全社費用（注） △17,112

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △359,713

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門にかかる費用であります。

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　    該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 33円24銭 31円76銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額　　

（千円）
365,094 350,599

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（千円）
365,094 350,599

普通株式の期中平均株式数（株） 10,984,114 11,040,284

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　　 　２．１株当たり四半期純損失金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式

分を控除する他、ESOP信託が所有する自己株式（前第１四半期連結累計期間 951,381株、当第１四半期連結

累計期間 903,158株）及び役員報酬BIP信託が所有する自己株式（前第１四半期連結累計期間 376,884株、

当第１四半期連結累計期間 368,932株）を控除し算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

レシップホールディングス株式会社(E02105)

四半期報告書

17/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

平成28年８月12日

レシップホールディングス株式会社

  取　締　役　会　御　中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安　　藤　　泰　　行　　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 村　　井　　達　　久　　　㊞

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているレシップホール
ディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年
４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係
る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記
について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠
して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、レシップホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年６月
30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる
事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
その他の事項
会社の平成28年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に

係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監
査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成27年８月７日付けで無限定の結論を表明して
おり、また、当該連結財務諸表に対して平成28年６月22日付けで無限定適正意見を表明している。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。
２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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